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医療経営の可能性を広げる
MS法人の役割と活用方法
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MS法人には
２つのタイプがある
MS法人とは、メディカルサービ

ス法人の略称。法的な根拠のある
株式会社や合同会社といった法人
ではなく、医療法人や医療機関に
対して医療行為以外のサービスを
提供する事業法人全般の総称です。
そしてMS法人は、実態として
人を雇用し設備投資をして、それ
に付加価値をのせてサービスを提
供するタイプと、そうした実態が
薄く、物品の仕入れやリース契約
などの商流に関与することで一定
のマージンを徴収するタイプの２
つに分かれます。
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医療法人ができない事業展開や節税対策など、MS法人にはさまざまなメリットがあると言われます。実
際にはどのような活用ができるのでしょうか。株式会社メディヴァ取締役の小松大介氏に解説してもらい
ます。
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前者であれば、実態が明確なた
めに税務上のリスクは少ないもの
の、後者の場合は、実態次第で税
務上のリスクがあります。
MS法人で行っている業務の一
例を図表に示しました。大きくは
▽物販、▽アウトソーシング、▽
金融、▽不動産、▽その他──と
分けることができます。
物販は、医薬品や医療材料、消
耗品等を外部から仕入れ、それを
医療法人や医療機関に売却する業
態です。この場合、医薬品や医療
材料を扱うために、薬剤師等の資
格者を配置し、事前に卸売販売業
や高度管理医療機器販売業などの
許可を得る必要があります。

アウトソーシングについては多
種多様な領域があります。いわゆ
る医療事務や検体検査、消毒滅菌
等のほかにも、清掃や機器の保守
管理、洗濯、警備や施設管理といっ
た業務が存在します。アウトソー
シングも物販と同様に、検体検査
や消毒滅菌、施設管理などについ
ては、適切な人員の配置と一部、
業としての許認可が必要となりま
す。もちろん、実際の運営も法律
やガイドラインに則って行う必要
があります。そのため、当社の経
験では、一般的なMS法人は医療
事務と警備、清掃あたりを生業と
しているケースが多いです。
金融は、リース取引の間に入る

図表　MS法人で担う業務例
物販：医薬品、医療材料、消耗品全般
アウトソーシング（医療系）：医療事務、受付、レセプト請求業務、検体検査業務、医療機器等の滅菌消毒業務、患者等の食事
の提供業務、患者等の搬送業務
アウトソーシング（事務、庶務系）：医療機器の保守点検業務、医療用ガスの供給設備の保守点検業務、患者等寝具類の洗濯
業務、施設清掃業務、廃棄物処理業務、警備・防犯業務、建物・設備保守点検業務、経理・会計業務、労務・給与計算業務、
売店業務、医薬品管理、SPD
金融：リース、運転資金融資
不動産：土地建物賃貸、駐車場運営
その他：人材紹介（医師、看護師、事務等）、人材派遣（医療事務、総務）、経営コンサルティング

出典：メディヴァ株式会社作成
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サブリースやMS法人の資金に余
裕がある場合は運転資金融資など
があります。また不動産は、医療
機関の土地・建物をMS法人に売
却し、その後、賃貸契約を締結す
ることで資産のオフバランスを行
うことができます。
最後にその他として、人材紹介

や人材派遣、経営コンサルティン
グ等が挙げられます。
人材紹介と人材派遣については、
有料職業紹介事業や労働者派遣事
業の許認可が必要であり、定期的
な業務報告等も必要となるため、
きちんとした業務運営を意識して
臨む必要があります。
経営コンサルティングについて

は、一般的には許認可不要ですが、
業務実態が見えにくいサービスで
あるため、会議や訪問時の業務記
録や報告書などを管理しておくこ
とが望ましいです。

MS法人活用に伴う 
メリットとデメリット
こうしたMS法人ですが、そもそ
も設立することのメリットは、次
の３つが挙げられます。
①�医療法人に制限されない事業展開
拡充
MS法人において各種サービスを
提供して適正な利潤を得ることで、
MS法人側で内部留保を確保し、
それを医療法人では対応できない
事業展開に活用することが可能で
す。具体的には、テナントを入れ
る不動産事業、他の医療法人や施
設に対してのサービス提供、各種
システム投資とシステム販売など
が挙げられます。

②利益分散による税率低減の可能性
一般的には、事業税は株式会社

よりも医療法人のほうが低率とな
ります。また、医療法人とMS法人
間の取引にも消費税がかかります。
そのため、MS法人による税効果は
限定的となりますが、それでも、
事業税の累進課税の仕組みを使っ
て利益分散を行うことや、医療法
人では認められにくい交際費等を
MS法人で計上することによる税務
上のメリットが得られる可能性は
存在します。
③相続や事業譲渡時の活用
将来、医療法人や医療機関の相

続や事業譲渡を行う場合、MS法人
を活用したほうが良い可能性があ
ります。まず、相続者が複数いる
場合、誰か一人に医療法人の運営
を引き継がせたいと考えると、財
産分与が悩ましくなります。その
場合、MS法人を別の兄弟に引き継
がせることで一定の解決を図って
いるケースが存在しています。
また、第三者譲渡を検討する場
合、現在の新規医療法人について
は、出資持分有り法人が認められ
ていないため、出資持分譲渡によ
る医療法人譲渡が実施できません。
その場合、MS法人において不動産
を有する等の一定の規模がある場
合、医療法人譲渡とあわせてMS
法人の株譲渡による事業譲渡に
よって解決できる場合があります。
こうしたMS法人設立によるメ

リットはいくつかありますが、一
方で、デメリットも存在します。
たとえば、医療法人の設立者と
近親関係にある方が代表を務める
MS法人との一定額以上の取引に

おいては、毎年、行政への取引報
告が求められている点です。
税務上も、上記で整理したよう

に、税務メリットを得るにはきち
んとした試算が必要で、もしもう
まく対応しないとより税率の高い
事業会社でより多く課税されてし
まうケースも想定されます。
さらに、そもそも、こうした業
務自体が税務署によって実体のな
い取引とみなされると、贈与税の
リスクも懸念されます。
こうしたデメリットが存在する
ため、安易に活用するのではなく、
できるだけ実態のあるきちんと試
算等をしたうえでのMS法人活用
をお願いしたいと思います。

おすすめは 
節税よりも事業拡大
最後に、MS法人を検討されてい

る方々へお伝えしたいのは、単純
な節税効果を目標としたMS法人
設立はあまり望ましくないという
ことです。現時点でも節税効果を
得るためにはいくつかの前提が必
要になりますし、また将来、税制
変更によってその前提が崩れてし
まう可能性もあるからです。むし
ろMS法人が有効なのは、医療法
人にとどまらない幅広い事業展開
を行う場合です。
医療法人は収益事業に制限があ

り、配当も禁止されています。そ
のため、医療法人で実施できない
事業を行う場合はMS法人を活用
していただくのが良いと考えてい
ます。目先の節税に踊らされず、
本質的な事業戦略からMS法人の
検討をしていただけると幸いです。
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